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北京通学専用バス ～安心で便利な通学路～ 

 

北京で各小中学校の周辺では、登下校のピーク時に、送迎車両が集中することで渋滞が

よく発生します。特に朝夕のラッシュ時には通勤車両と重なり、車を運転する人、電動自

転車に乗る人が、校門の周りをぎっしりと取り囲んでいます。長い間、「送迎難」は多く

の保護者を悩ませる問題です。 

2023年９月、北京市は義務教育段階（小一～中三）の学校に通う生徒に対し、効率的で

便利な通学サービスを提供し、保護者の送迎の負担を軽減することを目的とする通学専用

バスの運行を開始しました。報道によると、2026年９月１日時点で、北京市の８つの区内

で通学バス路線 304本が開設され、122校の学校を対象に、612台の車両が配備され、１万

9300人の生徒が利用しています。 

運行条件については、北京市が 2023年８月

に制定した基準を定めています。原則として、

区域を跨がず、路線の長さは 10キロ以内、運

行時間は 30分以内、途中停車地点は３か所以

内とされ、乗車率は 70％以上であることが求

められます。ただし、道路状況やニーズに応

じて柔軟な対応も行われており、狭い道路で

は小型車両の導入や時間帯分散運行などの工

夫がなされています。利用を希望する場合、

学校が保護者のニーズをとりまとめ、運行企

業が学校と協力して路線計画を作成し、区政

府の承認を経て開通するという流れになっています。 

北京通学専用バスの車両は福田自動車（北京市に本社を置く、中国を代表する社用車メ

ーカーの一つ）が開発した新型通学車で、小中学生の身長に合った座席を特別に設置して

います。車種は大型（12メートル）、中型（8.5メートル）、小型（６メートル）の３種

類のサイズをカバーし、多様な通学路のニーズに対応しています。中でも６メートルの「ミ

ニ」車種は、狭い路地にある学校により適しており、曲がり角や Uターンがより便利です。 

また、車内には 10台余りのカメラが設置されており、映像

や音声を記録できます。運行終了後、カメラが車内に取り残

された生徒を検知すると、自動的に端末ホストに接続し、ク

ラウドプラットフォームに通知して警報を発します。保護者

はミニプログラムを通じてスマートフォンで車両の運行状況

や生徒の乗車状態をリアルタイムで確認できます。各通学バ

スには運転手、乗務員、乗車ボランティアも配置され、共に

運行秩序を維持し、生徒の通学を守っています。さらに、生

徒の乗降時の歩行距離を減らすため、通学バスの駅はできる
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だけ住宅地や学校の出入口に近い場所を選び、一部の通学バスはキャンパス内に直接乗り

入れることができ、生徒に「門対門」（家の門から学校の門まで）というワンストップサ

ービスを提供しています。 

この政策は北京市が支援する公益的な取り組みとして位置づけられ、多くの面で明らか

な効果をもたらしています。第一に、送迎の負担が大幅に軽減されます。特に共働き家庭

にとって、朝夕の送迎は大きな負担であり、通学バスの利用によりその問題が解決されま

す。第二に、安全性が確保されています。乗務員と教職員による「手渡し」方式の引き渡

しが行われ、乗車から下車まで一貫した安全管理が徹底されています。第三に、経済的負

担が軽減されます。１回の乗車料金は５元（約 120円）で、１日 10元と、民間のスクール

バスに比べて格安です。第四に、学校周辺の交通渋滞の緩和にも貢献しています。送迎車

両の減少により、通学時間帯の道路混雑が改善されつつあります。 

北京通学専用バスは、都市公共交通の新たなモデルとして、保護者の「送迎難」という

長年の課題に応える取り組みです。今後さらに対象地域を拡大し、より多くの家庭がこの

サービスを利用できるようになることが期待されています。（キク） 

 

若者のペット飼育で 

「ペットの訪問お世話サービス（寵物上門）」がブームに 

先日の国慶節の連休中、一見ニッチな業界である「ペットの訪問お世話サービス」が、

ソーシャルメディア上でひっそりと話題となりました。このサービスは決して新しいもの

ではありませんが、近年急成長を遂げています。各地でペットビジネスを後押しする政策

が強化されたことを皮切りに、京東（JD.com）などのプラットフォームが相次いでペット

の訪問サービスを立ち上げるなど、飼い主不在時のペットのお世話は「知人への頼み事」

から「明確な料金設定」へと移行しつつあります。 

ペットの訪問お世話サービスは、連絡・確認、鍵の受け渡し、訪問サービス、フィード

バック・フォローアップといった一連のサービスプロセスがほぼ確立されています。サー

ビス内容は一見シンプルに聞こえます――餌やりや水替え、猫砂の掃除、犬の散歩、そし

て飼い主へ安否を伝えるための動画撮影などです。しかし、実際に経験した人なら、それ

だけでは済まないことを知っています。経験豊富な従事者は、まずペットの精神状態や排

泄状況を確認し、入室時には消毒を行い、お世話の全過程を映像で記録し、退出時にはド

アを閉める様子を撮影します。臆病な猫には静かに立ち去り、ストレスを最小限に抑え、

人懐っこい猫の場合にのみ、短時間の触れ合いを行います。こうした細やかな配慮の背後

には、このビジネスにおける「信頼」への徹底的なこだわりがあります。 

ペットの訪問お世話サービスが人気を博している背景には、ペットを飼う人々の世代交

代があります。年齢構成を見ると、90年代や 00年代生まれの若者が、ペット飼育の主力と

なっています。ペットを「物」ではなく「家族」として扱うこの若い飼い主たちは、きめ

細やかなケアを重視し、「時間」にお金を払うことを厭いません。訪問お世話サービスを

利用すれば、親戚や友人に頼んで「恩義を負う」必要もなく、ペットホテルに預けて「ペ

ットの生活環境を変える」必要もありません。サービス利用者は、都市部で一人暮らしの

ホワイトカラーや、休暇中に旅行に出かけた家庭、出張の多い家庭に集中しています。 
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サービス提供者は現在、2つのタイプに分かれてい

ます。一つは SNSを通じて依頼を受ける個人の兼業従

事者で、価格は柔軟であり、平日は 1回 30～40元（約

720～960円）です。もう一つは、ペットショップ、

家事代行会社、および京東（JD.com）などのインター

ネットプラットフォームによる専門サービスで、１回

あたり 60元から課金されます。従業者の通勤距離の

範囲を超えたり、ペットが１匹増えたりすると追加料

金が発生し、長期休暇期間中は価格がさらに引き上げ

られます。インターネットプラットフォームは多くの

都市でペットビジネスを展開しており、この業界を兼

業から産業化へと押し進めています。 

しかし、ブームの裏では明らかな二極化が見られま

す。実際に収益を上げているのは、ほとんどが長年に

わたり常連客を築き上げてきたベテランたちです。上

海のある従事者は国慶節期間中に約 270件、１日平均

35件の依頼を受けました。一方、ブームに乗って参

入した多くの初心者は、「１件も依頼を受けられない」

状況にあります。サービス利用者は見知らぬ人に家の

鍵を預けることになるため、信頼こそがこのビジネス

の最大のハードルになります。 

この「安心ビジネス」が長く続くかどうかは、信

頼の仕組みが「個人の信頼性」から「制度による保

障」へと移行できるかどうかにかかっています。（ハ

ン） 

 

北京の街を染める「新エネ車」 

～100を超えるブランドの激闘と、世界へ広がる中国車の波～ 

大家好！（ダージャーハオ、皆さんこんにちは！） 

北京の街を歩いていて特に印象に残るのが、新エネルギー車（NEV）の多さです。 

NEVには、バッテリー式電気自動車（BEV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、燃料

電池車（FCV）が含まれます。北京では、NEVは原則として緑色のナンバープレートを付け

ており、ガソリン車や一般的なハイブリッド車の青いナンバーと視覚的に区別しやすくな

っています。 

体感的には「半分くらいが緑色のナンバーではないか」と思うほどです。北京を走る車

全体に占める割合とは別の数字ですが、中国全体では、2026年 5月の国内自動車販売に占

める NEVの割合が 61.7％に達し、過去最高を記録しました。 

同月の車種別ランキングでも、上位の多くを NEVが占めました。また、2024年には、世

界で販売された EV、ここでは BEVと PHEVの合計、の約 65％を中国市場が占めました。 

北京の街は、世界最大の NEV市場の変化を日常の風景として感じられる場所です。 

コラム 

京東アプリで「ペット訪問お世話サービス」 

というキーワードで検索した際の表示画面 
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日本でも 2026年 7月、BYDが軽 BEV「RACCO（ラッコ）」を発売したことから、中国の自

動車メーカーを身近に感じ始めた人も多いかもしれません。 

しかし、本国である中国の自動車市場は、その規模も変化の速さも日本とは大きく異な

ります。日本では主要な乗用車メーカーが 8社ほどであるのに対し、中国では一つのメー

カーグループが複数のブランドを展開しています。数え方によって差がありますが、サブ

ブランドや合弁ブランドなどを含めると、100を超えるブランドが競う巨大市場です。 

メーカー、ブランド、サブブランド、合弁会社の区分が複雑なため、単純な比較はでき

ません。それでも、激しい価格競争と技術競争の中で、中国の自動車業界が本格的な淘汰

の時代を迎えていることは確かなようです。 

この激しい国内競争を背景に、中国企業の

技術開発も急速に進んでいます。2026年 3

月、BYDは深圳で第 2世代ブレードバッテリ

ーと超急速充電技術「FLASH Charging」を発

表しました。 

同社によると、通常環境では電池残量 10％

から 97％まで 9分、マイナス 30度の環境で

も 20％から 97％まで約 12分で充電できると

しています。これには対応車両と最大

1,500kWの専用充電器が必要ですが、中国企

業の技術開発の速さを象徴する事例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして今、注目されるのが中国自動車産業の海外展開です。中国自動車工業協会による

と、2026年 6月の中国からの自動車輸出台数は 103万 7,000台となり、初めて単月 100万

台を突破しました。 

重要な進出先の一つがヨーロッパ市場です。EUが中国製 BEVに追加関税を課す中、中国

メーカーは、追加関税の対象外となる PHEV の投入や、欧州域内での生産を進めています。 

調査会社 Dataforceの暫定集計では、2026年 1～7月の中国ブランド車の欧州販売は約

81万 3,000台となり、2025年通年の約 81万 2,000台をすでに上回ったと報じられていま

す。 

技術面でも、ヨーロッパ企業との提携が深まっています。フォルクスワーゲンは小鵬汽

車と、中国市場向け EVや電子・電気アーキテクチャの共同開発を進めています。欧州向け

のプロジェクトではありませんが、中国企業の技術がヨーロッパ大手の車両開発に組み込

まれる象徴的な事例です。 

北京の現場にいると、中国メーカーが国内の激しい競争を背景に技術力とコスト競争力

を高め、ヨーロッパ大手との協業も広げながら、世界の自動車産業の勢力図を変えようと

する大きな熱量を感じます。 

隣国で進むこの巨大なモビリティ変革から、当分目が離せそうにありません。（生浦） 

(写真：4月、北京国際モーターショーで展示された BYDの新型電池搭載車両) 
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世界的な温暖化の為か、東京もそうだが、北京の夏は年々気温が高くなっている。７，

８月は連日３６度以上の日が続いた。ただ大陸性気候というのは、雨が降ると急に気温が

下がる時がある。近年は立秋が過ぎても一向に秋の気配が感じられない。むしろ残暑が一

段と厳しくなる。中国では初秋の厳しい残暑の事を「秋老虎」という。もちろん民間に伝

わる言い方で、正式な気象用語ではない。猛々しい虎のような暑さという意味だ。今年も

「秋老虎」は厳しかったが、ここに来てやっと秋の気配が濃くなった。因みに「立秋」は

２４節気で秋の始まりを表す日で、今年は８月６日だった。「秋分」は太陽の位置によっ

て決まる。太陽が黄経１８０度に達する日で、昼と夜がほぼ同じ長さになる頃を示す。今

年は９月２３日だった。もちろん日本、中国とも同じだが、厳密に言えば両国間には時差

が１時間あるので、時間的にはややずれる。日本では秋分の日は祝日で休みだが、中国で

は祝日とはなっていない。 

北京の秋告げ花はコスモス（コスモス、キバナコスモス）、百日草、宿根草（エキナセ

ア、アスター、ヒューケラ、ヤブラン、サルビア）、早咲きの菊（大菊、小菊、多頭菊）

などだ。秋の花見は市の中心にある「北海公園」、市の北部にある「オリンピック公園」

が有名だが、中国は２００８年の北京オリンピックを迎える頃から「美しい北京」を目指

し、至る所に花壇を設置した。政府は、人々が花を植える事を奨励したので、北京には一

気に花が増えた。 

さて、中国は依然として「内憂外患」状態だ。いや、国際的に一国主義が蔓延り、政治、

経済、安全保障面での分断状態が続くと、中国だけでなく、どの国も経済や安保が不安定

になり、内憂外患に陥り易い。中国にとって、やはり何と言っても米中対立が鬱陶しい。

中国の場合共産党の統治が安定する条件は、経済が安定的、持続的に発展し、人々の生活

が安定、向上することである。生活の安定向上が確保されれば、いろいろな不満があって

も、それが爆発する事はない。多くの庶民にとって生活が第１、生活が少しずつでも良く

なれば、社会主義であっても、資本主義であっても良いのだ。もう１つは、中国を取り巻

く国際環境が安定し、平和であれば余計な心配をしなくて済む。何と言ってもここ３０、

４０年間の改革開放で得た豊かさは失いたくないというのが国民の本心なのだ。万一戦争

でも起きれば、この豊かさは一瞬で失う事になりかねないのである。その意味で、多くの

中国人は対米関係、そして周辺諸国との関係が正常で安定する事を望んでいる。世界は複

雑だが、ある友人が言っていた。「世界という舞台の上で、中国と米国は主要な演技者だ。

中米関係は『主要な矛盾』であり、その他の中欧、中日を含む、中国と外国の矛盾は『副

次的な矛盾』である。主要矛盾が緩和すれば、副次的な矛盾も緩和される」。この友人は

「去る５月のトランプ米大統領の訪中はほぼ成功し、中米関係は緩和基調である」と言う。

また友人は「今回の習近平訪米で驚いたのは、トランプ夫妻が慣例を破り、空港まで出向

き、習近平夫妻を迎えた事だ。これは習近平のメンツをくすぐった。米国は中国を対等な

相手として認めた」。このことは習近平だけでなく、多くの中国人を気分良くさせた。「米

国と対等になる」これが毛沢東以来、多くの中国人の念願であったからだ。調べてみると、

米国大統領が外国の国賓を空港まで出迎えたのは１９６２年以来６４年ぶりである。通常

は大統領の代理が空港で迎え、大統領はホワイトハウスで出迎える。友人は「習近平はさ

ぞ気持ちが良かっただろうし、これに応えなければならない」と言う。さらに友人は「こ

の中米関係の緩和に世界は敏感に反応するだろう。中日関係は、中米関係抜きにしては語

れない。中米関係が変われば、中日関係も変わらざるを得ない」と言う。実際はそんな単

西園寺 一晃先生の 
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純なものではない。米中のライバル関係は長期に渡って続くだろう。しかし、厳しい制裁

合戦のような事が起きれば、双方が傷つく。お互いにもう耐えられなくなってきた面があ

るのだろう。まして戦争などは双方とも絶対に避けなければならない。両国とも核保有国

なのである。「ストックホルム国際平和研究所」（ＳＩＰＲＩ）によると、核保有国の弾

頭保有数は米国が約５２００発、中国は約６００発だ。万一核戦争が始まれば、この数字

はあまり関係ない。北京、上海は消滅するだろうが、ワシントン、ニューヨークもただで

は済まない。核戦争に勝者はないのだ。だから現実的には、核保有国同士は戦争出来ない

のだ。米中も例外ではない。 

残念ながら日中関係は「国交回復以来最悪」と言われ、メディアでは日本批判が目立つ

が、一般市民の間で反日機運が盛り上がっているわけではない。かつて２０２４年９月に

北京でオープンした日本の回転すし屋は当時連日満員で、土日祭日には１０時間以上待ち

が普通だった。そこまでではないにしても、今でも日本の回転すし屋は人気だ。海外旅行

も、政府が訪日自粛を呼びかけているが、やはり訪問地、観光地として日本の人気は根強

い。これは米国に対しても同じで、米中対立がいくらエスカレートしても、北京のスタバ

やＫＦＣ、マックは若者中心に多くの客が入り繁盛している。かつては日中、米中の政治

関係が悪くなると、庶民の間で反日、反米感情が盛り上がり、デモが起きたり、日貨、米

貨排斥運動が起きたりしたが、今はずい分変わった。「良いものは良い、悪いものは悪い」

と非常に冷静だ。私が乗った北京のタクシードライバーが言っていた。「中日の争いは政

府の問題で、われわれ庶民には関係ない。国民同士は仲良くすべきだ」。 

日中関係について言えば、時々北京に行っている筆者にとって心配ごとがある。それは

相互理解の著しい不足だ。最近北京に行くと、友人の紹介で日本に留学している学生の親

御さんが訪ねてくる事がある。相談に乗って欲しいと言うのだ。会うと必ず聞かれるのは、

子供が心配だ、中国人にとって日本は危険だと聞くが、東京の大学に留学している子供は

大丈夫だろうか、呼び返した方が良いのかと意見を求められる。一人っ子世代なので余計

心配なのだ。全く同じ事が日本でもある。日本にいると、北京に留学している日本人留学

生の親御さんが良く訪ねてくる。同じく相談に乗って欲しいと言う。中国人の多くは反日

的だと言うが、子供は安全だろうか、呼び返した方が良いのだろうか、毎日心配で眠れな

いと言う。私は北京では日本人留学生と、東京では中国人留学生と接する機会があるが、

イジメに遭ったり、迫害されたと言う話は聞いたことがない。念のために非常勤講師とし

て４年務めた慶応大学や社会人教育の講師を務めた事のある早稲田大学の中国人留学生、

また北京では母校の北京大学、客員教授をしている中国傳媒大学の日本人留学生に聞いて

みた。皆異口同音に「そんなことはありません。勉学上、生活上、危険を感じた事はない」

と笑って答える。確かに世論調査を見ると、日本人の対中感情、中国人の対日感情は良く

ない。それでも普通の日本人、中国人が、学校や街中で嫌がらせをされ、迫害されるよう

な事はないと言える。もちろん１００％安全な国は存在しないので、親御さんたちに子供

さんたちの安全を１００％保証する事は出来ないが、世界中を見ても、東京や北京は「非

常に治安が良い」部類に入るとは伝えている。特に今の中国政府は、優先順位として経済

的発展より「社会の安定、安全」を上位に置いていて、治安維持には格別注意を払ってい

る。 

日本と中国は一衣帯水の隣国であり、通信手段の飛躍的発展もあり、行き来は自由にな

り、相手国の情報は何時でも手に入る。それでも相互理解はこの程度なのはなぜなのか、

考えさせられてしまう。その１つは最近飛躍的に普及しているＳＮＳだろう。通信手段の

飛躍的発展を利用した「表現の自由」の悪用である。偽情報、挑発的情報の拡散はなかな

か止められない。日中双方ともＳＮＳによる相手国に対する誹謗中傷的「情報」は多い。
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このＳＮＳの偽情報、刺激的挑発的情報が日中間の離間を産み出す１つの要因だ。ＳＮＳ

は個人発信なので、多くの発信者の責任意識は薄弱で罰則規定もない。世論調査結果やＳ

ＮＳの影響もあり、日中とも相手国に対する留学生派遣は減っている。中国では「治安」

を理由に日本留学自粛を呼び掛けている。お互いに観光客も減ってしまった。これは実に

嘆かわしい事である。国交正常化以降、日本人の中国旅行は一気に増えた。その結果中国

への理解が進んだ。訪日客データによると、日本の対中国渡航者数のピークは２０１９年

で、約２６９万人。一方、改革開放で豊かになった中国人の海外旅行が爆発的に増え、日

本にも多くの観光客がやってくるようになった。中国人の訪日観光客数のピークはやはり

２０１９年で、その数は約９５９万人に上った。日本人、中国人観光客の多くは、相手国

に対するイメージが変わったと言っている。かつての戦争の事があり、中国人の中には依

然として対日不信が強かった。それが実際に日本に行き、日本を見て、日本人と接する事

で、悪いイメージが良いイメージに変わった人が多かった。日本人観光客の多くは「実際

に中国に行ってみると、メディアで報道されているのとずい分違う」と言う。まさに「百

聞は一見に如かず」、接触する事は相互理解にとって非常に重要なのだ。筆者は日中関係

の正常化を望む１人として、もっと多くの日本の若者が中国に留学して欲しいし、もっと

多くの日本人観光客が中国に行って欲しいと思う。またもっと多くの中国の若者が日本に

留学して欲しいし、もっと多くの中国人観光客が日本に来て欲しいと思う。そのために両

国の政府は留学がし易い、観光客が訪れ易い環境を整備して欲しいと願う。それが相互理

解を促進する。相互理解は「和」と「共存」に通じる。「和則両利、闘則俱傷」（和すれ

ば共に利あり、争えば共に傷つく）。 

経済面でも日本と中国は既に切っても切れない相互依存関係が構築されている。日本の

貿易総額における対中国貿易の割合は約２０．１％で、１８年間１位を保っている。中国

の対日貿易は同５．４％で ASEAN、ＥＵ、米国に次ぐ第４位だ。この関係を維持、発展させ

るために、お互いに相手国の正しい経済状況を把握する努力が必要だ。前回のレポートで

も触れたが、中国経済が大きな困難に直面しているのは事実だ。不動産市場は依然と低迷

し、消費は思うように上がらない。地方政府の膨大な債務処理にはまだ時間がかかるだろ

う。失業率、特に若年（１６歳―２４歳）失業率は一向に改善しないどころか、直近３ヶ

月の数字は、６月１４．９％、７月１７．９％、８月１８．９％と悪化気味である。一方

で、輸出とＡＩ、通信、ハイテク製造部門は非常に好調だ。中国経済は、一概に良いとか

悪いでは理解できないのだ。上半期（１月―６月）のＧＤＰ成長率は対前年同期比＋４．

７で、かろうじて政府の目標である「通年の成長率＋４．５％から＋５．０％」をクリア

したが、発展途上の中国としてはやはり低い。その一方で上半期の全国１人当たりの可処

分所得は同＋５．２％だった。「格差」の問題はあるが、国民所得は伸びているのだ。日

本では、中国経済は今にも崩壊する言う人がいるが、そんなことはない。 

最近の中国経済を見ると、非常に皮肉な現象が起きている。それは「悪い状況」は国内

部分で、消費の低迷などが原因だ。一方で「良い状況」は、輸出と中国製品の海外販売で、

中国経済の世界経済における存在感は増している。例を挙げれば、消費の動向を反映する

と言われる新車販売だが、直近の８月は（輸出を含む）対前年同月比－５％、１０か月連

続でマイナスだった。１－８月では同－４％だった。しかし１－８月の内訳を見ると、国

内販売は同－２２％、輸出は同＋６７％で、特に新エネ車は同２．３倍と爆増、ガソリン

車も同＋２５％だった。ここのところ海外販売は絶好調ながら、国内販売では苦労してい

るＥＶの旗手ＢＹＤは８月の新エネ車販売台数は同＋１８％、その内ＥＶは同＋２８％だ

った。中国は２００９年以来、一貫して新車販売マーケット世界１を維持してきた。これ

は変わらないが、内容は変わってきた。国内マーケットは拡大し続けてきたが、ここに来

て急ブレーキがかかっている。一方で新車の輸出は右肩上がりだ。つまり新車販売分野で
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も「内需型」成長に陰りが生じ、「外需型」成長に大きく傾いてきたのである。中国の経

済成長の過程を見ると、初期の段階では所得の上昇が旺盛な購買意欲を引き出し、消費が

爆発した。典型的な内需型成長である。ところがだんだんと消費が落ち着き、代わって輸

出と外資導入が成長の主要なエンジンとなった。内需型成長から外需型成長への転換であ

る。しかし中国の経済が発展し、人々の生活が豊かになるにつれて、人件費の高騰が起き

た。外資はコストのより低いところに移る。中国がこの「中心国のワナ」（発展途上国に

は人件費をはじめ、コストの安さという優位性があり、先進国には経済運営や科学技術の

発展という優位性がある。しかし中進国になると往々にしてこれら両方の優位性が無くな

り、経済発展は大きな壁にぶつかる）から逃れる事が出来たのは、中国が単なるコストの

安い生産基地から、巨大なマーケットに変貌したからである。外需型成長は、政治、経済

の国際情勢の影響を受けやすく、土台が不安定である。特に一国主義が蔓延り、国際分業

にヒビが入ると、外需型成長の国は大きなマイナス影響を受ける可能性がある。中国はそ

の典型だった。そこで中国は成長構造の転換、つまり内需を掘り起こし、外需型成長を内

需型に戻す努力を始めた。中国は内需の掘り起こしと、新型産業の育成に努めている最中

なのである。ＥＶはその花形だった。つまりここのところの新車販売を見ると、中国が目

指す内需型成長への転換とは逆方向に動いているのだ。とどのつまり内需が弱いと言う事

だ。しかし逆に言えば、内需が上向いて、新型産業が順調に育ってくれば、中国は新たな

ステージでの成長が出来るという事だ。 

中国は未来の「新たな質の成長」に向けて、しっかりと基礎投資、基礎建設も行ってい

る。主な内容は「６つのネットワーク」の建設、改造、ハイテク化だ。水道網ネットワー

ク、新型電力ネットワーク、演算能力ネットワーク、次世代通信ネットワーク、都市部地

下パイプライン、新型物流ネットワークである。生成ＡＩ、データセンター、半導体、通

信、ロボットなどの分野は膨大な電力を必要としている。つい１０年ほど前まで、中国は

電力が成長について行けず、慢性的な電力不足に悩んでいた。これは中国に進出した外資

の悩みの１つだった。中国を知る人でも中国イコール電力不足という先入観があり、「今

でも停電はあるの」とよく聞かれる。ところが多くの人が知らないうちに中国の電力網は

進化を遂げ、革命的に変わりつつある。これまで中国の産業分布は、東北地区は目下改造

中の古い工業地帯、東部地区は新工業、商業、貿易の中心地域、南部地区は水資源が豊富

な農業地帯、それに比べ西部地区には地下資源があり、畜産が盛んだが、人の住み難い広

大な砂漠や高地が広がる「不毛の地」が多いというイメージが強かった。特に内モンゴル

自治区、新疆ウイグル自治区、寧夏回族自治区、チベット自治区、青海省などは面積に比

べ人口が少ないのは、人が住むのに適しない地域が多いからである。西部地区は「５自治

区」（新疆ウイグル、チベット、寧夏回族、広西チワン、内モンゴル）、「６省」（四川、

雲南、貴州、陝西、甘粛、青海）、「１直轄市」（重慶）から成る広大な地域だ。筆者は

内モンゴル、青海省や新疆ウイグル自治区を旅した事があるが、雪山、高地、砂漠が延々

と広がり、人はまばらだった。特に新疆ウイグル自治区の南部は「南疆」と呼ばれ、「ゴ

ビタン」（砂、土、小石から成る砂漠）が地平線まで広がっていた。夏には強烈な太陽が

照り付け、気温は４０度以上にまで上がり、地表温度は７０度近くまで上昇する。猛烈な

風は無数の石を巻き上げ、時には人や家畜の命を奪うと言われていた。冬には気温が零下

２０度以下まで下がる。カラカラに乾ききった黄色い大地、炎暑と極寒、暴風。とても人

が住める環境ではないと思った。ただ水資源がないわけではないのだ。雪山から流れ出た

雪解け水は平地に流れると伏流水となって地下を流れるようになる。その伏流水を利用し

て村落を作ったのが、砂漠に点々と存在する「オアシス」である。中国には知恵者が多い。

そのような劣悪な地形環境、気象条件を逆に利用して打ち出したのが「西電東送」計画だ。

西部の地形と気象条件を利用し発電を行い、それを各種産業が集中し、人口密度が高く、
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電力の消費が最も多い東部地区に送るという計画だ。すでに計画ではなく、実際に稼働し

ている。 

今、西部の砂漠、高原には夥しい量の風力発電設備、太陽光発電設備、太陽集熱発電設

備が並び、パネルが砂漠を覆い隠している。その間に鉄塔が林立し、上空を高圧送電線が

砂漠を走り、丘を越え、縦横に延びている。「不毛の砂漠」の様相は一変している。ある

日本の専門家が、西部地区の砂漠にある再エネ発電設備群を見学して驚愕したと言う。「い

つこんなものを作ったのだ」と。ここで発電した電力を東部に送るのだ。こうして貧しい

西部は潤い、豊かな東部は電力不足を解消し、産業も生活者も助かる。 

砂漠の変化はそれで終わらない。砂漠の真ん中に幾つもの巨大な養魚池が並んでいる。

内モンゴルのクブチ砂漠、新疆ウイグル自治区のタクラマカン砂漠にある且末県、和田県

などである。雪解け水だけでは足りないので、大規模な工事を経て、黄河水系の水を砂漠

に引いてきて、巨大な養魚施設を作り、太陽光発電の豊富な電力を利用した「生態智能恒

温循環システム」で水温を２０度から３０度に保ち、魚や甲殻類の養殖を行っている。驚

くのはティラピア、鱒、鯉、ウナギ、サーモンなどの淡水魚だけでなく、スズキ、ハタ、

ロブスター、エビ、カニなどの海水魚類や甲殻類まで養殖している事だ。砂漠の塩アルカ

リ水を海水に還元する技術が使われている。このような事業には「良い副作用的生態系変

化」があると言う。それは水を引いて来る事により、貯水池や湿地帯が出来、植物が蘇り、

多数の水鳥や小動物が生息するようになった事だ。人々の生活空間も広がった。 

今年から始まった「第１５次５ヵ年計画」をよく読むと、エネルギー安全保障の下、「新

型エネルギーシステム」の構築が強調され、内容として、ＡＩとエネルギーシステムの結

合、新型電力網の構築と整備、電力の貯蔵能力の向上、水素・核融合の利用などが含まれ

るとしている。その中でも「新型電力網」の建設は重要かつ緊急課題だと言われる。関係

者によると、そのために政府は５兆元規模の固定資産投資を行うだろうという。中国の電

力網整備について言えば、省・地域間の特別高圧送電能力は、「第１３次５ヵ年計画」（２

０１６年―２０２０年）が２億２７００万ｋｗ、「第１４次５ヵ年計画」（２０２１年―

２０２５年）が３億４０００万ｋｗだったが、「第１５次５ヵ年計画」（２０２６年―２

０３０年）では９億ｋｗまで増強する計画だ。この新型エネルギーシステムを１５次５ヵ

年計画の年度内に「基本的に完成」させるという。この過程で中国は、国内の電力システ

ムの整備と共に、発電（ハードとソフト）、再生可能エネ設備、高機能材料、製造装置、

制御技術、精密機器部品などの輸出にも力を入れるという。２０２５年時点で、太陽光パ

ネルの世界シェアで中国は既に８０％以上を占め、新規風力発電導入容量の７８％を占め

ている。 

米国を含め、ここまで新エネルギ

ーの構築に力を入れている国はな

い。このような目立たない基礎研究、

基礎投資、基礎建設に中国は全力を

挙げて取り組んでいる。最近中国の

ハイテク関連で目立ち、話題になる

のはＡＩであり、ロボットであり、

ＥＶであろう。しかし派手さはない

が、基礎の部分で中国はやるべきこ

とはしっかりとやっている。もしこ

れが成功すれば、発電、新エネルギ

ー、省エネ、新エネ・ＡＩの結合な

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

⚫ 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

⚫ 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

⚫ 北京大学経済学部卒業 

⚫ 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

⚫ 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 
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どの分野で、中国は世界のエネルギー構造とエネルギー秩序を変えるかもしれない。要は、

こういう面もしっかり見ないと、いまの複雑な中国経済は全面的に、正しく理解する事は

出来ないという事だ。日本は往々にして主に中国の「マイナス部分」を見る嫌いがある。

それに比べ欧米やＡＳＥＡＮ諸国は、中国経済の「プラス部分」も見て、経済面での更な

る対中協力を模索している。様々な矛盾があるにもかかわらず、米国、ＥＵやインド、豪

加、ＡＳＥＡＮ諸国の首脳が北京を度々訪れ対話を維持しているのはそのためである。日

本だけ首脳間の対話が皆無というのは、実に嘆かわしいし、歯がゆい思いだ。１日も早く、

双方の努力で日中関係が正常化して欲しいと願う。（止） 

西園寺一晃 ２０２６年９月２６日 

 
■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が中国国内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-bj.net 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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